様式第１号　

申込書
（令和５年度　大学発ベンチャー事業化加速・推進事業費補助金）
　　年　　月　　日　

静岡県知事　川勝　平太　様

所在地

名　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　

　　大学発ベンチャー事業化加速・推進事業費補助金に申し込みたいので、関係書類を添えて提出します。

１　総事業費

２　交付申請見込額

金額　　　　　　　　　　　　円

（補助金所要額）　　　（補助金に係る消費税仕入控除税額）　（補助金額）

　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　円

３　事業完了予定年月日

　　年　　月　　日
（注）　以下の項目についても記載すること。

　　　　責任者　職・氏名

　　　　作成者　職・氏名

様式第１－２号　

申込者の概要

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
会社名等
	

	所在地
	〒
-



	代表者
	役職名
	

	
	氏名
	

	責任者
	部署・役職名
	

	
	氏名
	

	担当者
	部署・役職名
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	資本金
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　人

	設立年月日
	
年
月
日

	解決したい課題
	

	上記の解決策
	

	大学の研究シーズ、技術シーズの概要
	大学・学部
	

	
	研究者名
	

	備考
	


様式第２号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業計画書

１　研究開発のテーマ・目的

	テーマ名
	

	目的
	※解決すべき課題など、研究開発の背景や動機を具体的かつ簡潔に記載




２　目標とする成果

	※本補助金を活用し、どのような成果（新たな製品やサービスの市場投入、新たな出資先や取引先の獲得等）を目指すのか、その時期や内容について、具体的かつ簡潔に記載




３　製品・技術の比較（新規性・優位性・市場性・他との比較）

	※自社が有する技術や開発する製品等が他社と比較してどのように違うのか、具体的かつ簡潔に記載


４　進捗状況と問題点

	※これまでの研究開発の進捗状況、これまでに生じた問題点とその対応結果、今後予想される問題点とその対応策について、具体的かつ簡潔に記載




５　大学発ベンチャー事業化加速・推進事業の内容・スケジュール

	実施（予定）時期
	実施内容
	実施場所

	
	※大学発ベンチャー事業化加速・推進事業（試作品等の設計・製作、製品やサービス等の市場テスト、その他研究シーズや技術シーズの概念を実証する事業）の内容について、具体的かつ簡潔に記載
	


（注）２か年度にわたる継続申請の場合は、その状況がわかるように記載

６　事業推進体制

	※どのような体制で事業を実施するのか、連携機関等（ある場合）を含めて、図を用いるなど、具体的かつ簡潔に記載


７　年度別事業予算（※２か年度にわたる継続申請の場合のみ記載）　　　　（単位：円）
	区分
	　　　年度（１年目）
	　　　年度（２年目）
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収支予算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予　算　額
	積算内訳
	備考

	補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予　算　額
	積算内訳
	備考

	原材料費
	
	
	

	借上料
	
	
	

	外注加工費
	
	
	

	技術コンサルタント料
	
	
	

	委託費
	
	
	

	販路開拓費
	
	
	

	資料購入費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	調査研究費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	直接人件費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


（注）詳細な積算の根拠がわかる資料等を添付すること
様式第４号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　　約　　書

　　年　　月　　日　

静岡県知事　川勝　平太　様

所在地

名　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印
（代表者の氏名を自署する場合は、押印不要）

　　令和５年度において大学発ベンチャー事業化加速・推進事業費補助金の申込みに当たり、次に掲げる条件を全て満たしていることを誓約いたします。

１　会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項に規定する者であること。

２　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する者であること。

３　静岡県内に当該補助事業を遂行する事業所又は事務所を有すること。

４　静岡県内に学部・学科や大学院等を有する、大学又は高等専門学校の研究シーズや技術シーズを活用した研究開発や製品開発を行っていること（大学発ベンチャーの称号認定は要しない。）。

５　静岡県が課税するすべての県税に未納がないこと。

６　次のアからキのいずれにも該当しないこと。

　　  ア  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

   　 イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

　　  ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

　　　エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

　　　オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　　　カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

　    キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者
（参考様式）

質    問    書

（令和５年度　大学発ベンチャー事業化加速・推進事業費補助金)
	質問者
	会社名等
	

	
	連絡先
	　担当者名

	
	
	　ＴＥＬ
	ＦＡＸ

	
	
	メール

	質問内容
	


